
1
令和５年度電気・ガス・食料品等物価高騰重点支援給付金

（７万円追加給付）【物価高騰対策給付金】

物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得者の方々の生活を維持する。令和5年度住民税非課
税世帯に7万円を給付する。

23,296,565 23,296,565 R5.12.1 R6.5.31
・R5年度分の住民税非課税世帯
　332世帯×70千円＝23,240千円
　事務費　56千円含む

低所得者の方々の生活を維
持につながった。

住民課

2
令和５年度電気・ガス・食料品等物価高騰重点支援給付金

（住民税均等割のみ課税世帯）【物価高騰対策給付金】

物価高騰が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支
援を行うことで、低所得者の方々の生活を維持する。令和5
年度住民税均等割のみ課税世帯に１０万円を給付する。

5,354,792 5,354,000 R6.3.1 R6.5.27
・令和5年度住民税均等割のみ課税世帯
　53世帯×100千円＝5,300千円
　事務費　54千円含む

低所得者の方々の生活を維
持につながった。

住民課

3
令和５年度電気・ガス・食料品等物価高騰重点支援給付金

（こども加算）【物価高騰対策給付金】

物価高騰が続く中で子育てをしている低所得世帯への支
援を行う。令和5年度住民税非課税世帯及び住民税均等
割のみ課税世帯に５万円を給付する。

1,217,285 1,217,000 R6.3.1 R6.10.16
・令和5年度住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯
　24人×50千円＝1,200千円
　事務費　17千円含む

子育てをしている低所得世帯
への支援となった。 住民課

4
新たに住民税非課税となる世帯への支援

(一体給付)
物価高騰が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等へ10万
円を給付支援を行う。 2,029,000 2,029,000 R6.5.1 R6.10.16

・R6年度新たに住民税非課税世帯となった18世帯×100千円＝1,800千円
・R6年度新たに住民税均等割のみ課税世帯2世帯×100千円＝200千円
・事務費　29千円含む

低所得者の方々の生活を維
持につながった。

住民課

9
R5非課税世帯等生活応援給付金(R5補正

推奨）

物価高騰が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支
援を行うことで、低所得者の方々の生活を維持する。令和5
年度住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯
に１万円を給付する。

400,000 0 R6.2.1 R6.10.31

・R5年度住民税均等割のみ課税世帯13世帯×10千円＝130千円
・新たにR6年度分の住民税非課税世帯　　　　18世帯×10千円＝180
千円
・新たにR6年度住民税均等割のみ課税世帯　　9世帯×10千円＝ 90千
円

低所得者の方々の生活を維
持につながった。 住民課

12
令和５年度社会福祉施設等物価高騰対応支援事
業（R5補正推奨）

エネルギー価格等の物価高騰に伴い影響を受けた
社会福祉施設事業者等（5施設）に対し適切なサー
ビス確保、事業継続支援を行う。

280,000 280,000 R6.6.3 R7.3.19
・社会福祉施設等管理者 ：   3施設  × 40千円＝      120千円
・社会福祉施設等管理者 ：   2施設  × 80千円＝      160千円

社会福祉施設事業者等（5施設）に
対し適切なサービス確保、事業継
続支援につながった。

住民課

13
R5上勝町物価高騰対応農業者支援事業（R5補正
推奨）

エネルギー価格等の物価高騰に伴い影響を受けて
いる農業者の大きな負担となる草刈り等の作業に
対し、効率の良い除草用機械を購入し、町内農業
者に貸出しを行い負担軽減、農地の適正管理によ
る事業継続支援を行う。

2,753,300 2,753,300 R6.6.3 R6.10.8 ﾊﾝﾏｰﾅｲﾌﾓｱ２台購入　　　　1,540千円＋1,213千円＝2,753千円
町内農業者の負担軽減、農地
の適正管理による事業継続支
援となった。

産業課

14
R5物価高騰対応彩システム改修事業（R5補正推
奨）

エネルギー価格等の物価高騰に伴い影響を受けて
いる農業者に対し、上勝町主要農産物の出荷調整
システムを導入し、農業者の負担軽減による営農意
欲向上を図ることによる事業継続支援を行う。

4,015,000 4,015,000 R6.6.3 R6.10.4 いろどり出荷調整システム導入　　4,015千円
農業者の負担軽減による営農
意欲向上及び事業継続支援と
なった。

産業課

15
R5物価高騰対応POSシステム改修事業（R5補正推
奨）

コロナ禍の宿泊や宴会の自粛に続きエネルギー・
食料品価格等の物価高騰で大きな影響を受け、事
業存続するため従業員の整理を行い乗り切ったが、
アフターコロナで需要が戻りつつある中、以前のよう
な従業員の確保が困難であり、人員の不足をタブ
レット端末等新システム導入により、従業員の負担
軽減、効率化を図り事業継続支援を行う。

5,896,000 3,477,700 R6.6.3 R7.2.10 月ヶ谷温泉POSシステム導入　　　5,896千円
従業員の負担軽減、効
率化により事業継続につ
ながった。

産業課

45,241,942 42,422,565
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